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研究成果の概要（和文）：本研究では、モンスーン・アジアを研究対象に、急速な経済発展の下

でアジア地域で生起している新たな食料問題に関する試論的なフレームワークを提示するとと

もに、モンスーン・アジアに固有の気象条件、地理的条件及び生産されている農畜産物などの

指標を用いて、農業・食料システムを地域区分（類型化）し、それぞれの類型毎に資源生態系

と社会経済条件にマッチした環境適応型農業・食料システムの具体的モデルを作成した。これ

を踏まえて、東アジアフードシステム圏の成立条件に関する試論的整理をおこなった。 
 
研究成果の概要（英文）：Food security is a key challenge in many Asian countries despite the 
recent rapid economic growth in some parts of Asia. Within the continent, monsoon 
dominated countries(region) have some typical and identical natural characteristics, as 
well as many dissimilarities in socio-economy and geography. This research was carried out 
in monsoon Asia which aimed at to systemize and combine major socio-economical, natural 
and ecological factor responsible for the food insecurity in the region. Accordingly, indexes 
related with agriculture and food system such as climate, geography, crop and livestock 
production were categorized based on the similarities and dissimilarities which led us to 
propose an integrated environment-adaptive agriculture and food system model in the 
region. Moreover, based on the study results, food system in East Asia region was also 
analyzed. 
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な食料不足を引き起こしている。 
 
(2)アジア地域では食料の需要超過という新
たな食料問題が生起する一方、経済発展に伴
う自然生態系の破壊・劣化がすすみ食料生産
環境が極度に悪化しつつあり、食料安全保障
体制確立への取り組みが緊喫の課題となっ
ている。 
 
２．研究の目的 
(1)環境問題、食料問題、資源エネルギー問題
のリンクに対応した新たな研究手法の確立。 
 
(2)アジアが直面する新たな食料問題に対す
る試論的なフレームワークを提示する。 
 
(3)モンスーン・アジアに固有の自然生態系、
社会経済条件にマッチした環境適応型農
業・食料システムの具体的モデルの構築。 
 
３．研究の方法 
(1)従来型のアプローチとは異なり、環境問題、
食料問題、エネルギー問題を複合的に捉え、
現場でのフィールドワークを重視しヒアリ
ング調査やサンプリング調査によって実態
調査でしか得られない情報や研究資料の収
集・解析によって研究課題に接近する方法を
用いた。 
 
(2)食料の生産から加工、流通、消費に至る流
れをトータルに把握するフードシステム・ア
プローチの手法を用いた。 
 
(3)研究協力者を含めて、国内外の社会科学と
自然科学の研究者が連携・協力して食料・環
境・エネルギー問題の相互関係を解明する学
際的な研究方法を採用した。 
   
４．研究成果 
(1)モンスーン・アジアに特有の食料需要が
供給を上回る需要超過型食料システムのフ
レームワークを提示した。モンスーン・アジ
アは人口規模で世界の 49．5％、名目 GDP で
25．3％、一人あたり GDP で 51％、貿易総額
で 24．6％を占める巨大経済圏に成長してお
り、経済成長に伴う国民所得の上昇によって
食生活内容が大きく変容し、コメ、小麦など
の穀物消費量が大幅に減少する一方、畜産物、
酪農品、外食などの消費が急激に増加した結
果、畜産物の生産に必要な飼料用穀物の需要
が拡大し、それを賄うための膨大な農地と食
料輸入が不可避となっている。14 億人の人口
を抱える中国では食料総需要量の 49％を占
める主食（穀類）の消費が 2 億 4，750 万ト
ン（2020 年）に減少する一方、飼料用穀物の
需要量は 2 億 3，550 万トンに増加する見込
みであり、既に 4，000 万トン近い油糧種子

（大豆、オイルパームなど）が海外から輸入
されるようになっている。もう一つの人口大
国インドでは 1970 年から 2005 年にかけて穀
物の需要量が 2 倍（1 億 8，900 万トン）に増
加し、このうち飼料用穀物需要は 8 倍に拡大
している。これに対して、穀物生産基盤とな
る農地や水への環境圧力が高まり、生物多様
性が喪失するなど持続可能な食料生産が危
機的状況にあることが明らかとなった。これ
らの点に関しては、最終報告（下渡・上原編
著『モンスーン・アジアのフードシステム（仮
題）』筑波書房（近刊）によって明らかにさ
れる。 
 
(2)素材型食料の消費の減退傾向、加工型食
料、動物性食料の摂取増大によるフードシス
テムの同質化傾向を明らかにした 。食料消
費は需要の所得弾力性の高い品目へとシフ
トする。つまり経済成長によって所得上昇が
持続する新興国では今後も肉類や乳製品な
どの動物性食料の需要が増大することを意
味しており、世界の食料市場に大きな影響を
及ぼすこととなる（この点の詳細は、研究成
果、図書①及び雑誌論文⑫に掲載）。 
 
(3)経済発展に伴う自然生態系の破壊・劣化
による食料生産環境の危機的状況を明らか
にした。モンスーン・アジアにおける自然災
害の代表的なものとして、旱魃、渇水、森林
火災・煙害、サイクロン、豪雨・洪水、山崩
れ、地震、津波、火山の噴火、熱波などをあ
げることができる。とりわけ、90 年代以降は、
地球温暖化と関わりが深いと思われる異常
気象とそれに伴う自然災害が多発しており、
こうした自然災害の発生件数の増加と共に
被災額も急増しつつある。世界最大の穀物生
産国である中国の自然災害の被災面積は 5，
450 万ヘクタールに達しており、1980 年代の
半ば以降、その大半の年に被災地面積は全作
付面積の 3分の１を超え、災害が多発する年
の被災地面積は 2割以上に達している。時間
軸で見て、近年の自然災害による農業・食料
生産への影響は改善されないままに、むしろ
一定程度悪化する様相を呈している。このこ
とは必然的に食料の総合生産力に大きな影
響を与え、食料の生産と供給の安定性を阻害
する結果をもたらしている。国連の ISDR が
纏めたデータからモンスーン・アジア地域の
被災状況を集計しその経済的損失を東アジ
アと南アジアで比較すると、南アジアが 3割
程度高くなっている。両地域で、このような
経済的損失の格差が生じる理由のひとつに、
防水・洪水対策に関するインフラ整備を可能
にする財政規模に大きな格差が存在するこ
とを指摘しておきたい。これに対し、東アジ
アを中心に年平均 8．8 回と多発する台風（ま
たはサイクロン、ハリケーン）の場合は、南



 

 

アジア（年平均 1．2 回発生）よりも東アジ
ア地域に大きな経済的損失をもたらしてお
り、フィリピンの台風被害額は GDP の 7％～
17．3％（最低、最高）、インドの被害額は 4．
3％～13．7％、中国の被害額は 0．2％～1．2％、
インドネシアの被害額は 1．2％～4．3％とな
っており、実態よりもやや低めに見積もられ
ていることが判る。モンスーン・アジアにお
ける自然災害の大きさは、この地域の生態系
を無視した開発と急速な都市化、耐震性の低
い家屋・建築物が大きな原因となっており、
インド洋津波に共通する被害の拡大は、災害
発生時の情報伝達の制度的欠陥と教育制度
の欠落だけでなく、海の生態系と陸の生態系
の橋渡しの役割を果たしているマングロー
ブ林の重要性を再認識することとなった。 
 
(4)マレーシアの大規模農業開発、沖縄にお
ける甘蔗を原料とする再生可能エネルギー
原料生産が地域経済振興に及ぼすプラスの
側面と自然環境破壊という負の側面を明ら
かにすることができた。元マレーシア首相の
Abdullah Ahmad Badawi は、食料自給率を高
めながら食料安全保障を確立するための政
策の一環として、サラワク州の広大な土地と
森林面積に着目し、これらの土地資源を活用
したコメの生産拡大を提言した経緯がある
（EIR,2008）。マレーシアのサラワク州とイ
ンドネシア側南部カリマンタン島の大部分
（低湿地林）の土壌は、マングローブ以外の
樹木が植生しにくい泥炭層が堆積しており、
低地林地域は海水の流入と汽水域が拡がり、
塩害が起こりうる地域である。嘗てのインド
ネシア大統領であったスハルトもこの泥炭
層地域での大規模水田開発を推奨したが失
敗に終わり環境問題に悪影響を与える結果
となった。われわれはこうした「政策の失敗」
に学び、過去の教訓を生かす取り組みが必要
である。一方、沖縄では島嶼部に不可欠な作
物である甘蔗（サトウキビ）を原料にした再
生可能エネルギーの生産がおこなわれてい
る。そのひとつ宮古島では、年々生産者の高
齢化によって生産量、栽培面積が減少傾向を
たどっているサトウキビ生産の維持による
地域振興を目的に環境省の補助政策による
バイオエタノールの生産がおこなわれてお
り、既に島内に設置された 2 箇所の給油所に
おいて 200台余のオートバイに対してエタノ
ールの給油が実施されている。宮古島で登録
されている全ての自動車、オートバイ等に対
して E3（バイオエタノール 3%混合）を実現
することを目標にエタノール生産と原料と
なるサトウキビの増産に取り組んでおり、地
域経済の振興に重要な役割を果たしている。
サトウキビは砂糖やエタノールの原料とし
てだけでなく、年間数回、宮古島を通過する
台風で到伏してもほとんど被害がないとい

った自然災害に高い適応力を持った作物で
あることも沖縄県でサトウキビ生産が持続
した大きな理由のひとつであることが判明
した。われわれはこうした歴史的、風土的に
培われていた農業生産方式の重要性を再確
認し、新たな環境適応型モデル構築について
の重要な手掛かりを得ることができた。 
 
(5)調査対象地域の地理的条件、自然生態系、
経済発展段階によって、モンスーン・アジア
の農業・食料システムを環境適応という側面
から、①グループ A（環境適応型モデル・台
湾、日本（沖縄））、②グループ B（環境保全
型モデル・インド、中国）、③グループ C（環
境修復型モデル・マレーシア、インドネシア）、
④グループ D（環境劣化型モデル・タイ中部、
中国沿海部）、⑤グループ E（環境不適応型モ
デル・カンボジア）に類型化し、それぞれの
モデル毎に試論的な食料生産の制御方法、環
境修復への道筋を整理した。 
 
（6）環境問題への対応を含めて、食料増産・
持続可能な農業・食料システムの構築には国
家の枠組みを越えてアジア全体として取り
組むことの重要性、そこでの日本の役割（①
基幹的食料供給基盤整備への支援、②技術と
制度の共有化、③技術移転を伴った余剰労働
力の教育訓練・研修制度）を実証研究によっ
て提示した。  
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